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町町のの決算決算
　みなさんが納めた税金や国からの交付金
などの収入を、どのような目的で、いくら
使ったかをお知らせします。

　収入から支出を引いた額は、４億７,６５８万円で
黒字となっています。このなかには、令和６年度
中に完成しなかったため令和７年度に繰り越す事
業に充てる収入も含まれています。その額を除い
た実質収支は、３億１,５７５万円の黒字です。

　収入は、令和５年度よりも３億７,５７０万円少なく
なりました。これは、令和６年度のふるさと寄附金が
令和５年度と比較すると減少したことや、令和５年度
に町営住宅雲雀ヶ丘団地跡地の土地売払収入があっ
たことが影響しています。
  収入の内訳は、町税など町が主体的に収入できる自
主財源が約６０.６％であり、国や県からの交付金や町
の借金である町債などの依存財源は約３９.４％です。
　また、町税は、個人町民税や町たばこ税などが減
少したため１億６９０万円（△２.０％）の減少、国庫支
出金は、障害者自立支援給付費負担金や児童手当交
付金が増加したため３億２９９万円（＋１３.３％）の増
加となっています。

住民１人当たりの金額：合計５３万５,６２５円� （令和７年３月末人口：３万３,０３６人）
町 税 繰 越 金 財産収入 諸 収 入 使用料および手数料

１５万７,０２１円 １万４,７９１円 ３９２円 ６,８０５円 ６,７１７円

分担金および負担金 繰 入 金 寄 附 金 国 庫 支 出 金 地 方 交 付 税

１,４２９円 ２万３,６８２円 １１万３,９８４円 ７万８,１２４円 ３万９,４２４円

県支出金 町 債 地方消費税交付金 その他

３万３,０３１円 １万７,８０８円 ２万６,５７２円 １万５,８４５円

町税町税
51億8,735万円51億8,735万円

依存財源依存財源
69億6,411万円69億6,411万円

自主財源自主財源
107億3,081万円107億3,081万円

繰越金繰越金
４億8,865万円４億8,865万円

その他その他
12億8,922万円12億8,922万円寄附金寄附金

37億6,559万円37億6,559万円

国庫支出金国庫支出金
25億8,090万円25億8,090万円

地方交付税地方交付税
13億242万円13億242万円

県支出金県支出金
10億9,120万円10億9,120万円

その他　５億2,344万円
地方譲与税� 8,640万円
地方特例交付金� ２億298万円
環境性能割交付金� 1,620万円
利子割交付金� 192万円
その他� ２億1,594万円

合計
176億9,492万円

町債　５億8,832万円町債　５億8,832万円

地方消費税交付金地方消費税交付金
　８億7,783万円８億7,783万円 収 入収 入

※金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

財産収入� 1,296万円
諸収入� ２億2,481万円
使用料および手数料�２億2,189万円
分担金および負担金� 4,720万円
繰入金� ７億8,236万円

収　入

一 般一 般 会 計会 計

ふるさと寄附金� 37億5,748万円
企業版ふるさと寄附金� 740万円
一般寄附金� 71万円
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　支出は、令和５年度よりも３億６,３６４万円少なくなりました。
  目的別にみると、総務費や諸支出金などが減り、民生費や教育
費などが増えています。
　総務費は、ふるさと納税事業委託料の減により９億５,４１６万
円（△２２.２％）の減少、諸支出金は、減債基金費やふるさと応援
基金費の積立金の減により２億３,１４７万円（△８.２%）減少して
います。
  一方、民生費は自立支援給付費や施設型給付費・地域型保育給
付費の増により２億５,１１７万円（＋５.７％）の増加、教育費は
小中学校の施設整備工事費や幼稚園の施設型給付費の増により
３億９７２万円（＋１４.６％）増加しています。

住民１人当たりの金額：合計５２万１,１９９円� （令和７年３月末人口：３万３,０３６人）
民 生 費 教 育 費 総 務 費 衛 生 費

１４万１,９７４円 ７万３,５４５円 １０万９５７円 ３万４,４６７円

公 債 費 土 木 費 諸支出金 消 防 費

３万３,６１８円 ３万１,５７７円 ７万８,４０１円 １万７,７４７円

農林水産業費 議 会 費 商 工 費 災 害 復 旧 費

３,３６６円 ２,９１０円 ２,６１４円 ２４円

民生費民生費
46億9,025万円46億9,025万円

教育費教育費
24億2,963万円24億2,963万円

総務費総務費
33億3,522万円33億3,522万円

衛生費衛生費
11億3,864万円11億3,864万円

公債費公債費
11億1,059万円11億1,059万円

土木費土木費
10億4,319万円10億4,319万円

諸支出金諸支出金
25億9,007万円25億9,007万円

消防費　5億8,629万円消防費　5億8,629万円

農林水産業費農林水産業費
１億1,119万円１億1,119万円

その他　１億8,327万円その他　１億8,327万円
議会費� 9,614万円
商工費� 8,634万円
災害復旧費� 79万円 支 出支 出

※�金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

合計
172億1,834万円

○�相島小学校校舎および
　体育館屋上防水・外壁改修工事
� ２億３,７５０万円      
　�建物の劣化が進んだ箇所を改修

○新宮中学校柔道場および
　剣道場空調機設置工事
� ９,３４７万円
　�熱中症対策のため空調機を設置

○新宮町杜の宮グラウンド
　夜間照明設備ＬＥＤ化改修工事                             
� ６,８８３万円
　�良質な競技環境の整備や省エネ化

のため照明をＬＥＤ化

令和６年度に実施した

主な事業 ￥

支　出

令和６年度　令和６年度　町町のの決算決算 問い合わせ先　役場政策経営課　☎９６２－０２３０（直）
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　特別会計とは、特定の事業の内容や資金の運用状況をより分かりやすくするために、一般会計と分けて経
理をする会計です。本町には、４つの特別会計があります。

　町債とは、国や金融機関からの借金のことで、特定の事業を実施する場合に借り入れることが認められて
います。令和６年度は、学校施設の改修や道路事業などのために町債を発行しましたが、新たに発行した町
債の額が償還額を下回ったため現在高は減少しています。

　基金には、将来実施する事業の財源として積み立てる積立基金と、特定の事業を運営する資金となる定額
運用基金の２つがあります。家庭での預貯金に当たるものが、積立基金です。令和６年度は、学校施設整備
事業などのためにふるさと応援基金など７億円を取り崩しましたが、財政調整基金やふるさと応援基金など
に２５億３,２４８万円積み立てを行ったため基金現在高は増加しています。

令和６年度　令和６年度　町町のの決算決算

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差
渡船事業特別会計 2億589万円 2億250万円 339万円
国民健康保険特別会計 23億9,438万円 23億6,523万円 2,915万円
後期高齢者医療特別会計 4億7,369万円 4億6,651万円 718万円
相島診療所事業特別会計 4,946万円 4,663万円 283万円

合　計 31億2,342万円 30億8,087万円 4,255万円

会計名 令和６年度 令和５年度
一般会計 123億4,520万円 128億2,151万円
渡船事業特別会計 5,292万円 6,786万円
水道事業会計 9億1,957万円 9億3,401万円
公共下水道事業会計 51億396万円 51億7,914万円
簡易水道事業会計 1億4,932万円 1億5,763万円
相島漁業集落環境整備事業会計 2,593万円 2,852万円

合　計 185億9,690万円 191億8,867万円

（基金現在高）
基金名 令和６年度 令和５年度

積立基金 122億4,712万円 104億9,700万円
財政調整基金 43億6,557万円 37億6,302万円
減債基金 10億2,834万円 10億6,182万円
災害対策基金 711万円 711万円
ふるさと応援基金 68億2,571万円 56億4,720万円
森林環境譲与税基金 1,120万円 1,031万円
宿泊税交付金基金 919万円 754万円

定額運用基金 1億4,390万円 1億4,390万円
土地開発基金 1億4,000万円 1億4,000万円
国民健康保険高額療養資金貸付基金 150万円 150万円
国民健康保険出産資金貸付基金 240万円 240万円

合　計 123億9,102万円 106億4,090万円

特　別　会　計

町　債

基　金
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　本町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落
環境整備事業会計の２会計にも地方公営企業法を一部適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記
による経理を行っています。

公　営　企　業　会　計

　営業収益に対する営業費用は損失２,０７２万円とな
り、水道料金などで維持管理費用を賄えていない状況
です。しかしながら、営業外収益である加入金の増に
より、当年度純利益７,６７３万円となりました。

水道事業を運営するための会計です。

相島の水道事業を運営するための会計です。

公共下水道事業を運営するための会計です。

相島の下水道事業を運営するための会計です。

　営業収益に対する営業費用は損失３,１５７万円とな
り、簡易水道料金などで維持管理費用を賄えず、一般会
計から補助金を繰り入れて運営しています。令和５年度
の打ち切り決算に伴う消費税納付により特別損失８３万
円が発生し、当年度純損失４３４万円となりました。

　営業収益に対する営業費用は損失２億８,１０７万円と
なり、下水道使用料などで維持管理費用を賄えていな
い状況です。しかしながら、営業外収支で利益が出て
いることで、当年度純利益は４,６４８万円となりました。

　営業収益に対する営業費用は損失１,４９０万円とな
り、排水施設使用料などで維持管理費用を賄えず、一
般会計から補助金を繰り入れて運営しています。当年
度純利益２２５万円となりました。

増減 増減
-85人 191人

-397万円 473万円
1,125万円 -4,520万円

-1,885万円 -470万円
-1,444万円 -7,518万円

増減 増減
-8人 -8人

ー ー
ー ー
111万円 36万円

-831万円 -259万円
※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。

371万円
企業債(借入金)残高 1億4,932万円 1億5,763万円 企業債(借入金)残高 2,593万円 2,852万円
企業債・利息償還額 1,131万円 1,020万円 企業債・利息償還額 407万円

企業債・利息償還額 3億4,180万円 3億4,650万円
企業債(借入金)残高 51億396万円 51億7,914万円

1億6,364万円企業債・利息償還額 1億4,479万円
企業債（借入金）残高 9億1,957万円 9億3,401万円

公　営　企　業　会　計
　本町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落環境整備事業会計の２会計に
も地方公営企業法を適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記による経理を行っております。

水道事業会計 公共下水道事業会計
　水道事業を運営するための会計です。 　公共下水道事業を運営するための会計です。

27,800人
令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度

給水人口 32,166人 32,251人 処理人口 27,991人

3億8,828万円
給水収益 5億9,672万円 6億69万円 下水道使用料 4億4,609万円 4億4,136万円

期末現金残高 8億8,770万円 8億7,645万円 期末現金残高 3億4,308万円

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

　営業収益に対する営業費用は損失２，０７２万円となり、水道料金な
どで維持管理費用を賄えていない状況です。しかしながら、営業外収益
である加入金の増により、当年度純利益７，６７３万円となりました。

　営業収益に対する営業費用は損失２億８，１０７万円となり、下水道
使用料で維持管理費用を賄えていない状況です。しかしながら、営業外
収支で利益が出ていることで、当年度純利益は４，６４８万円となりま
した。

218人

簡易水道事業会計 相島漁業集落環境整備事業
　　相島の水道事業を運営するための会計です。 　相島の下水道事業を運営するための会計です。

令和６年度 令和5年度 令和６年度 令和5年度
給水人口 210人 218人 処理人口 210人

982万円 ー
給水収益 536万円 ー 排水施設使用料 373万円 ー

期末現金残高 875万円 ー 期末現金残高

 営業収益に対する営業費用は損失３，１５７万円となり、簡易水道料
金などで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り入れて運営
しています。令和５年度の打ち切り決算に伴う消費税納付により特別損
失８３万円が発生し、当年度純損失４３４万円となりました。

　 営業収益に対する営業費用は損失1,490万円となり、排水施設使用料
などで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り入れて運営し
ています。当年度純利益２２５万円となりました。

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

営業費用
6億2,213万円

営業収益(水道料金含む)
6億141万円

営業外費用
1,846万円

営業外収益
1億1,591万円

純利益
7,673万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 万

営業費用 8億465万円

営業収益(下水道使用料含む)

5億2,358万円
営業外費用
6,866万円

営業外収益
3億9,621万円

純利益
4,648
万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000
万

営業外費用
227万円

特別損失
83万円

純損失
434万円

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
万

営業外費用
60万円

特別損失
4万円

純利益
225万円

0 1,000 2,000 3,000
万

増減 増減
-85人 191人

-397万円 473万円
1,125万円 -4,520万円

-1,885万円 -470万円
-1,444万円 -7,518万円

増減 増減
-8人 -8人

ー ー
ー ー
111万円 36万円

-831万円 -259万円
※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。

371万円
企業債(借入金)残高 1億4,932万円 1億5,763万円 企業債(借入金)残高 2,593万円 2,852万円
企業債・利息償還額 1,131万円 1,020万円 企業債・利息償還額 407万円

企業債・利息償還額 3億4,180万円 3億4,650万円
企業債(借入金)残高 51億396万円 51億7,914万円

1億6,364万円企業債・利息償還額 1億4,479万円
企業債（借入金）残高 9億1,957万円 9億3,401万円

公　営　企　業　会　計
　本町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落環境整備事業会計の２会計に
も地方公営企業法を適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記による経理を行っております。

水道事業会計 公共下水道事業会計
　水道事業を運営するための会計です。 　公共下水道事業を運営するための会計です。

27,800人
令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度

給水人口 32,166人 32,251人 処理人口 27,991人

3億8,828万円
給水収益 5億9,672万円 6億69万円 下水道使用料 4億4,609万円 4億4,136万円

期末現金残高 8億8,770万円 8億7,645万円 期末現金残高 3億4,308万円

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

　営業収益に対する営業費用は損失２，０７２万円となり、水道料金な
どで維持管理費用を賄えていない状況です。しかしながら、営業外収益
である加入金の増により、当年度純利益７，６７３万円となりました。

　営業収益に対する営業費用は損失２億８，１０７万円となり、下水道
使用料で維持管理費用を賄えていない状況です。しかしながら、営業外
収支で利益が出ていることで、当年度純利益は４，６４８万円となりま
した。

218人

簡易水道事業会計 相島漁業集落環境整備事業
　　相島の水道事業を運営するための会計です。 　相島の下水道事業を運営するための会計です。

令和６年度 令和5年度 令和６年度 令和5年度
給水人口 210人 218人 処理人口 210人

982万円 ー
給水収益 536万円 ー 排水施設使用料 373万円 ー

期末現金残高 875万円 ー 期末現金残高

 営業収益に対する営業費用は損失３，１５７万円となり、簡易水道料
金などで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り入れて運営
しています。令和５年度の打ち切り決算に伴う消費税納付により特別損
失８３万円が発生し、当年度純損失４３４万円となりました。

　 営業収益に対する営業費用は損失1,490万円となり、排水施設使用料
などで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り入れて運営し
ています。当年度純利益２２５万円となりました。

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

営業費用
6億2,213万円

営業収益(水道料金含む)

6億141万円
営業外費用
1,846万円

営業外収益
1億1,591万円

純利益
7,673万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 万

営業費用 8億465万円

営業収益(下水道使用料含む)

5億2,358万円
営業外費用
6,866万円

営業外収益
3億9,621万円

純利益
4,648
万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000
万

営業外費用
227万円

特別損失
83万円

純損失
434万円

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
万

営業外費用
60万円

特別損失
4万円

純利益
225万円

0 1,000 2,000 3,000
万

増減 増減
-85人 191人

-397万円 473万円
1,125万円 -4,520万円

-1,885万円 -470万円
-1,444万円 -7,518万円

増減 増減
-8人 -8人

ー ー
ー ー
111万円 36万円

-831万円 -259万円
※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。

371万円
企業債(借入金)残高 1億4,932万円 1億5,763万円 企業債(借入金)残高 2,593万円 2,852万円
企業債・利息償還額 1,131万円 1,020万円 企業債・利息償還額 407万円

企業債・利息償還額 3億4,180万円 3億4,650万円
企業債(借入金)残高 51億396万円 51億7,914万円

1億6,364万円企業債・利息償還額 1億4,479万円
企業債（借入金）残高 9億1,957万円 9億3,401万円

公　営　企　業　会　計
　本町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落環境整備事業会計の２会計に
も地方公営企業法を適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記による経理を行っております。

水道事業会計 公共下水道事業会計
　水道事業を運営するための会計です。 　公共下水道事業を運営するための会計です。

27,800人
令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度

給水人口 32,166人 32,251人 処理人口 27,991人

3億8,828万円
給水収益 5億9,672万円 6億69万円 下水道使用料 4億4,609万円 4億4,136万円

期末現金残高 8億8,770万円 8億7,645万円 期末現金残高 3億4,308万円

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

　営業収益に対する営業費用は損失２，０７２万円となり、水道料金な
どで維持管理費用を賄えていない状況です。しかしながら、営業外収益
である加入金の増により、当年度純利益７，６７３万円となりました。

　営業収益に対する営業費用は損失２億８，１０７万円となり、下水道
使用料で維持管理費用を賄えていない状況です。しかしながら、営業外
収支で利益が出ていることで、当年度純利益は４，６４８万円となりま
した。

218人

簡易水道事業会計 相島漁業集落環境整備事業
　　相島の水道事業を運営するための会計です。 　相島の下水道事業を運営するための会計です。

令和６年度 令和5年度 令和６年度 令和5年度
給水人口 210人 218人 処理人口 210人

982万円 ー
給水収益 536万円 ー 排水施設使用料 373万円 ー

期末現金残高 875万円 ー 期末現金残高

 営業収益に対する営業費用は損失３，１５７万円となり、簡易水道料
金などで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り入れて運営
しています。令和５年度の打ち切り決算に伴う消費税納付により特別損
失８３万円が発生し、当年度純損失４３４万円となりました。

　 営業収益に対する営業費用は損失1,490万円となり、排水施設使用料
などで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り入れて運営し
ています。当年度純利益２２５万円となりました。

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

営業費用
6億2,213万円

営業収益(水道料金含む)
6億141万円

営業外費用
1,846万円

営業外収益
1億1,591万円

純利益
7,673万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 万

営業費用 8億465万円

営業収益(下水道使用料含む)

5億2,358万円
営業外費用
6,866万円

営業外収益
3億9,621万円

純利益
4,648
万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000
万

営業外費用
227万円

特別損失
83万円

純損失
434万円

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
万

営業外費用
60万円

特別損失
4万円

純利益
225万円

0 1,000 2,000 3,000
万

増減 増減
-85人 191人

-397万円 473万円
1,125万円 -4,520万円

-1,885万円 -470万円
-1,444万円 -7,518万円

増減 増減
-8人 -8人

ー ー
ー ー
111万円 36万円

-831万円 -259万円
※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。

371万円
企業債(借入金)残高 1億4,932万円 1億5,763万円 企業債(借入金)残高 2,593万円 2,852万円
企業債・利息償還額 1,131万円 1,020万円 企業債・利息償還額 407万円

企業債・利息償還額 3億4,180万円 3億4,650万円
企業債(借入金)残高 51億396万円 51億7,914万円

1億6,364万円企業債・利息償還額 1億4,479万円
企業債（借入金）残高 9億1,957万円 9億3,401万円

公　営　企　業　会　計
　本町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落環境整備事業会計の２会計に
も地方公営企業法を適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記による経理を行っております。

水道事業会計 公共下水道事業会計
　水道事業を運営するための会計です。 　公共下水道事業を運営するための会計です。

27,800人
令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度

給水人口 32,166人 32,251人 処理人口 27,991人

3億8,828万円
給水収益 5億9,672万円 6億69万円 下水道使用料 4億4,609万円 4億4,136万円

期末現金残高 8億8,770万円 8億7,645万円 期末現金残高 3億4,308万円

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

　営業収益に対する営業費用は損失２，０７２万円となり、水道料金な
どで維持管理費用を賄えていない状況です。しかしながら、営業外収益
である加入金の増により、当年度純利益７，６７３万円となりました。

　営業収益に対する営業費用は損失２億８，１０７万円となり、下水道
使用料で維持管理費用を賄えていない状況です。しかしながら、営業外
収支で利益が出ていることで、当年度純利益は４，６４８万円となりま
した。

218人

簡易水道事業会計 相島漁業集落環境整備事業
　　相島の水道事業を運営するための会計です。 　相島の下水道事業を運営するための会計です。

令和６年度 令和5年度 令和６年度 令和5年度
給水人口 210人 218人 処理人口 210人

982万円 ー
給水収益 536万円 ー 排水施設使用料 373万円 ー

期末現金残高 875万円 ー 期末現金残高

 営業収益に対する営業費用は損失３，１５７万円となり、簡易水道料
金などで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り入れて運営
しています。令和５年度の打ち切り決算に伴う消費税納付により特別損
失８３万円が発生し、当年度純損失４３４万円となりました。

　 営業収益に対する営業費用は損失1,490万円となり、排水施設使用料
などで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り入れて運営し
ています。当年度純利益２２５万円となりました。

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

営業費用
6億2,213万円

営業収益(水道料金含む)

6億141万円
営業外費用
1,846万円

営業外収益
1億1,591万円

純利益
7,673万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 万

営業費用 8億465万円

営業収益(下水道使用料含む)

5億2,358万円
営業外費用
6,866万円

営業外収益
3億9,621万円

純利益
4,648
万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000
万

営業外費用
227万円

特別損失
83万円

純損失
434万円

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
万

営業外費用
60万円

特別損失
4万円

純利益
225万円

0 1,000 2,000 3,000
万

水道事業会計

簡易水道事業会計

公共下水道事業会計

相島漁業集落環境整備事業会計

令和６年度 令和５年度 増減
給水人口 3万2,166人 3万2,251人 -85人
給水収益 5億9,672万円 6億69万円 -397万円
期末現金残高 8億8,770万円 8億7,645万円 1,125万円
企業債・利息償還額 1億4,479万円 1億6,364万円 -1,885万円

令和６年度 令和５年度 増減
給水人口 210人 218人 -8人
給水収益 536万円 ー ー
期末現金残高 875万円 ー ー
企業債・利息償還額 1,131万円 1,020万円 111万円
※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。

令和６年度 令和５年度 増減
処理人口 2万7,991人 2万7,800人 191人
下水道使用料 4億4,609万円 4億4,136万円 473万円
期末現金残高 3億4,308万円 3億8,828万円 -4,520万円
企業債・利息償還額 3億4,180万円 3億4,650万円 -470万円

令和６年度 令和５年度 増減
処理人口 210人 218人 -8人
排水施設使用料 373万円 ー ー
期末現金残高 982万円 ー ー
企業債・利息償還額 407万円 371万円 36万円
※令和６年度から地方公営企業法適用のため、一部記載していない項目があります。

営業収益（水道料金含む）
　6億141万円

営業外収益　3,033万円 営業外収益　1,779万円

営業収益（下水道使用料含む）
5億2,358万円

営業費用　8億465万円

営業外収益
3億9,621万円

営業費用
6億2,213万円

営業外収益
1億1,591万円

純利益
7,673万円

営業外費用
1,846万円

営業外費用
227万円

営業外費用
60万円

純損失
434万円

特別損失
83万円

純利益
225万円

特別損失
4万円

営業外費用
6,866万円

純利益
4,648
万円

〇損益計算書（税抜）

〇損益計算書（税抜）

〇損益計算書（税抜）

〇損益計算書（税抜）

営業収益
537万円

営業収益
373万円

営業費用　1,863万円営業費用　3,694万円

5 No. 665


